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観光地域ガパナンスにおける関係性モデルと中間システムの分析

一北海道浜中町・霧多布湿原トラストの事例からー

Tourism Relationship Model and Intermediary in Community Governance 

:Case Study of Kiritappu Wetland Trust in Hamanaka， Hokkaido 

敷田 麻実(北海道大学)

SI-IIKIDA Asami (J-Iokkaido University) 

木野聡子(北海道大学・院)

KINO Akiko (Graduale School of I-Iokkaido University) 

森重 昌之(北海道大学・院)

MORISI-IIGE Masayuki (Graduate School of I-Iokkaido University) 

This paper discusses the community tourism governance for the sustainable tourism development led by actors. The 

authors propose the simple relationship model involving destination resources， extra-regional actors and an 

intermedimγ. The model is characterized by four functions of intermediary， commercialization， public relations and 

sales， visitation of tourists， and reinvestment for community resources. The case of Kiritappu wetland trust at 

I-Iamanaka， I-Iokkaido is studied and is well described by this model. It is likely to be an ideal case for the community 

sustainable tourism since the intermediary of the case has four e汀ectivefunctions. The authors believe that the model 

can be a unique and useful tool for developing community sustainable tourism. 

1 .はじめに

地域の自然環境の保全や地域生態系の多様性の維

持は、地球環境問題への取り組みと同様に現在の社

会にとっての重要な課題である。そして 1990年代、

特に地球サミット以降は「持続可能な社会Jがめざす

べき目標として共有されてきた。また囲内でも、社

会の「グリーン化Jによって環境行政に「追い風Jが吹

きIl、環境基本法(1993年)や環境影響評価法(1997年)

などの環境法令が整備された。

一方、 1960年代からの公害反対運動など、開発へ

の反対が中心で、あった環境運動は、 1980年代以降、

身近な自然環境を保全する活動に重心が移っている。

同時に、環境政策や環境保全活動への市民参加や

NPO活動の社会的認知も進み、行政と専門家による

保全活動から、多様なアクター(関係者)による協働

型に移行している九

一方、地域の自然環境は「地域資源jでもあるので、

以前は地域社会(の住民)が、また最近はもっぱら地

域の企業や自治体がそれを活用して、社会資本を整

備し、同時に宮を生み出してきた。しかし、特に高

度経済成長期以降は、乱獲や乱開発によって資源そ

のものを破壊してしまうことが多かった。その背景

には、地域開発の中で地域の自然環境が価値の低い

要素だと見られてきたことがある。

そこで、自然環境の賢明な利用(wiseuse)や責任あ

る利用などが提唱され、その活用は保全とのバラン

スをとることが求められていた。その中で最近注目

されている手法として|エコツアーjがある。エコツ

アーとは、「エコツーリズムに基づいてっくり出され

る旅行あるいは旅行商品J3)で、あり、それを支える考

え方と仕組みが「エコツーリズムJ4)である。エコツー

リズムは、日本では 1990年代後半から普及し始め、

現在で、は各地で、エコツアーが行われている。同時に

地域再生や地域振興の現場では、地域資源を保全し

ながら活用して収入を得ることができるエコツーリ

ズムに、地域のアクターが過度の期待を持つことも

多い。

しかし、エコツーリズムは地域外から観光客が来

訪する f観光Jのー形態であり、単にそれを推進すれ

ば環境保全が実現するのではない。むしろ管理しな
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がら推進できなければ「新たな環境負荷Jとなる可能

性も高い 5)。そこでエコツーリズムをどのようにけ守

続可能な観光Jにできるかが、現在エコツーリズムの

先進地でも課題になっている ο

また観光分野では、いわゆる「着地型観光JとlIiP.ば

れる、 j也j或で企画し販売するツアーが注目されてい

る叱また、地域側が主体的に観光を推進すること

を石森は「自律的観光Jと主張している 7川。敷田ほか

も自律的観光を支持しへそれが持続可能な観光や

地域のエンパワーメントにつながるとしている。

以上のように、自然環境を保全しながら利用する

エコツーリズムの台頭と地域が主体的に進める自体

的観光の必要性が主張されながら、実際にそれを実

現するための仕組みゃプロセスは、各地の事ー例報告

が rl~心で、ほとんど一般化されてこなかった。

そこで本研究では、持続可能な観光としてのエコ

ツーリズムを自律的に進めるための仕組みを明らか

にするため、北海道浜中町(第 l図)の NPO法人霧多

布視!京トラスト(以下「湿原トラストJという)の事例

を分析した。そして、エコツーリズムを通じて地域

外と交流しながら地域の自然環境を保全する、持続

可能な地域主導の観光の仕組みについて考察した。

その際に、持続可能な地域を地域主導で実現するた

めの地域内外のアクター(関係者)の関係性を「観光

地域ガパナンスjと捉え、それをモデルとして促-示し

た。

第 1図 浜中町および霧多布湿原の位置

市

ぴ

なお本研究では、先行研究に従い 10)、観光を1:1¥発

地と観光地(観光目的地)、それに関係する旅行会社

などで構成されるシステムとして捉えた。またj也j戒

の定義は、市町村の純|剖を上限とする比較的狭い範

囲であるとした。そして自治体を合む地域での政策

や合意の形成を示す場合、「地域が主体的にJなどと

擬人化して表現した。

n.事例の選定理由と地域の概況

1 .事例の選定理由

柿~JJj( トラストを事例として取り上けーる理 IJ:I は次の

通りである。第 lに、地域の多機なアクターが協働

する組織である視原トラストは、エコツアーを実施

し、 j也j戒が主体的にエコツーリズムを推進する事例

で、あり、持続可能性と自律性の関係を捉えやすい。

第2に、湿}jj(トラストはエコツーリズムの推進を主

要事業の lっと促えている。そのため国内でも早い

1990年頃からエコツアーに取り組んで、おり、約 20

年間の経過をもとに検証できる。 tr~ 3に、湿原トラ

ストの推進するエコツーリズムは、環境省から[日本

エコツーリズ!ム大賞Jを受けた先進事例でもある。

以上の理111から、泊lJJjlトラストは地域がエコツー

リズムを自体的に進めるための仕組みを検討する上

で適切な事例と考えたり

2. 事例対象地域の概況

浜 rl~1111'は北海道東部に位置する人口約 6，800人の

Hげである。浜中町に位置する約 3，168haの霧多布湿

原は、 111)"の総而i積の 7.'1%を占め、鈎JI路湿原、サロ

ベツ原野に次ぐ国内第3位の広さを持っている(第 2

I~/)。多織な生物種を朝日する貴重な湿原生態系はラム

サール条約議録湿地で、あり、また北海道遺産にも登

録さh-Cし、る。

第2図霧多布湿原

:き諸説jt
66 -



浜中町は酪農業と漁業を主要産業とするP1rで、全

世情のうち農家世帯は 9.4%を占めている。|司傑に

24.3%が漁業世帯、林業に携わる世帯もど1.4%を I~Îめ

る。また 2005年の就業者数(4，280人)のうち、第 l

次産業就業者書IJ合が 52%で、全国平均に比べて第 l

次産業の比重がきわめて高い。

霧多布湿原に近い沿岸部で営まれる漁業は、従事

者数が 2006il三現在 1，179人、年1m?f!.¥業生産官iが 43

億円である。そのうちコンブだけで約 14億円を生産

している。一方、酪農業は浜II:IIIIT内の海岸部から/l!lt

れた丘陵部(台地)で、大規模に行われ、 2万頭以 l二の乳

用牛が飼養され、牛乳生産だけーで約 84億F'J(2004 {ド)

をあげている。そして、年間約9万3000トンの生乳

を生産し、その一部は高級アイスクリーム「ハーゲ、ン

ダッツjの原料になっている。

ill. 観光地域ガパナンスの重要性

アクタ一間の関係や協{叫に重きを置き、めざすべ

き方向も含めて検討することを「ガパナンスjと呼ぶ

ことが多い。ガノけーンスとは、今まで、のガパメント

(統治)ではなく「協治Jであり 11)、「社会や車11織が意思

決定するプロセスJ12)や「多械なアクターが協働して

課題を解決してその結果を社会に還元することで、

社会の好循環を生み出していく機能と仕組みJ1;1lと

いわれている。また都市自治体では、「パブリック・

プライベー卜・パートナーシップJと呼ばれることも

多い H)。そこに共通するのは、多械なアクターの参

加を前提として、そのIth働や関係、を考慮した|ニで、

プロセス全体をマネジメン卜することで、ある。

ガパナンスは、多械なアクターがかかわる地域活

動を考察する|探に重要な概念だと考えられる。そこ

で本研究では、観光地を含む地域全体のガパナンス

を考察した。そして、特に観光の視点で検討した場

合にf観光地域ガパナンスJとH‘Fぶこととする。

しかし地域外から来訪することが基本の「観光jで

は、当該観光地だけでガパナンスを議論することは

現実的に難しい。特に従来型の団体旅行から、仙人

旅行中心の観光や日的指向の観光に移行した現在は、

エコツーリズムやグリーンツーリズムなど観光形態

も多傑化し、それに対応して観光サービスの内容も

• 
多傑化している。そのため本研究で、は、地域内外の

多械なアクターのHIJi.1現係や|品働も含めた地域ガパ

ナンスの考え;jが重要で、あると考えた。
これに関連して、地域ガパナンスで倣う内容は、

「地域マネジメン卜(地域経営)J15)との共通点が多い。

しかし、必嬰'I.~I:や誰にとって必要なのかまで論ずる

ガパナンスと、「一定の枠がはめられた価値jを効果

的・効率的に実現することをめざすマネジメントI(i)

には差があると遠藤が指摘している 17)。この点につ

いて本研究では、地域内の資源にかかわる複数の地

域関係者と地域外の多傑な観光関係者・観光客をI;¥!;J

係づけるという点で‘地域ガパナンスであると考えて

いる。

また、 li'mかlこ持続可能な観光の実現が所与の条件
とされると、マネジメントと捉える方が妥当なよう

に思える。しかし、持続可能な観光の内容は地j或に

よって独自に決めることができるので、本研究の事

例はガパナンスだと考えられる。

なお、本研究で、地域ガノサーンスを考慮する際にモ

デノレをHJl.t、る耳1!r:1二lは、稲田が指摘しているように、

「具体的な政策へのJ;tリHJをめざすためである 18) し

かし悔雑な要因を単純化したモデ、ルだけで、説19'Jする

試みではなく、野口が主張するように IY)、モデルで

わかりやすく地域内外のアクターや資源の関係を示

-ぜることに注目した。

IV.観光の関係性モデル

1 .関係性モデルの構造

自律的観光の実現のためには、地域が主体的に観

光システムをマネジメン卜する必要がある。しかし

地域で自己完結する|自立的観光Jの実現は難しいの

で、地域外rtJL光システムからの自立(独立)をめざす

のではなく、 j也l戒外観光システムとの関係を地域側

が主体的に梢築し、それを維持するマネジメントが

必要で、あると敷111・森重は指摘している 20)。しかし、

敷田・森重の提案では、構築する「関係性Jが明確で

はなかった。そのため、地域内外のアクターの関係

性が重要であるという指摘だけにとどまり、実際の

観光地には応用しにくかった。

そこで木研究では、この課題を解決するために地
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域内外のアクターの関係を規定するインクーフェイ スがある。資源化とは、地域に存在する多様な要素

スであるf中間システムJを内包した「関係性モデルj を選択して働きかけ、資源に変換することである。

を提案した(第 3図)。 そして佐藤が述べるように、天然物でも人工物でも

資源となりえる ~4)

第3図観光の関係性モデル 次いで創出した旅行商品やツアーを、観光客とな

@発見・保全・育成 @旅行者の受け入れ る消費者に PR(広報)し、販売しなければならなし、(第

①商品化 ②PR・販売

このモデルでは、 r:tfll1システムの左側に地域の自

然環境や文化などの「観光資源jと地域人材という地

域社会の要素を配置した。一方、中間システムの右

側には、観光客となりえる消費者や彼らを送り II:lす

旅行会社などのアクターを位置づけた。そしてその

中間に、阿者を関係づける機能を持つ組織や仕組み

としての「中間システムjがある。

佐藤は「開発では、自然を資源化するために資本と

技術という働きかけが必要だJ~I)と述べている。中 111]

システムとはこの「働きかけJを行うシステムにほか

ならない。このような中間システムを含むモデ、ルに

は、生産と消費の中間にrfrlr立ちするJ流通業や、代

理/;Iiを位置づけた山本によるプロモーション戦11俗の

概念モデルがある 22)。また田中は、社会ニーズのた

めに資源を変換する「資源変換装置Jとしての NPO

の役割を指摘し、資源提供者と NPO組織を十Ir立らし、

効果的な成果を得るインターメディアリーの存在に

注目している ~3)。

2. 関係性モデルにおける中間システムの働き

次に、関係性モデルにおける中間システムの働き

を説明する。まず第 3図の①に示すように、地域で

はl也1成資源tこ働きかけて「商品イ七jする。|荷JJI化とは

旅行商品の創出であり、着地型観光では地域で企

画・販売する旅行商品である。また旅行業法で定め

る旅行商品ではなくても、地域で企画するオプショ

ナルツアーや体験ツアーなど、現地で複数の資源を

組み合わせたサービスも含めてよい。

ただし実際には、商品化の先にf資源化jのプロセ

3図②)。しかし、商品がで、きたからといって、その

まま PRや販売ができるわけで、はない。そのために

は市場調査などが必要となる。 il'fi品化も含めたこの

プロセスは「マーケティングjと呼ばれることが多く、

創出した商品と観光客を結びつけることである。も

ちろん消費者に旅行向品を直接販売する場合もある

が、旅行会社を通して販売することも多いので、②

のプロセスで中間システムが働きかける対象には旅

行会社も含まれる。

こうして旅行商品を販売した結果、消費者が観光

客となって観光地を訪問する(第 3図@)。このプロ

セスは「観光客の受け入れjであり、出発地から観光

地へのft~l光客の移動で、ある。そして観光客は、観光

地で寸二産物などの商品を購入したり、レストランや

宿泊施設で消費活動を行ったりする。そして観光客

を受け入れた結果、観光地に経済的利益が発生する。

以上の①から③のプロセスで「一般的な観光Jが成

立する。しかし得られた利益を再度地域に投資し、

資源化の促進や資源、の価値向上を図る必要がある。

それが@のフ。ロセスである。一般には「地域づくりJ

と呼ばれる、地域資源への働きかけや人材育成のこ

とである。これは地域資源の利!日可能性に注目し、

利用可能な状態にする「資源開発jである。また、こ

のプロセスがあることで阿-び①につながり、地域資

源を劣化させずに繰り返し利用できる。

以上のように中間システムを含む観光の関係性モ

デルは、地域資源と地域外の観光客(旅行会社を含

む)の1M，)係性を調整する仕組みである。着地型観光

では、この中1mシステムが地域il¥1)Iこ立地するか、地

域によってマネジメントできる必要がある。また地

域資源にとっての課題は、中間システムが④の働き

を維持し、地域資源を疲弊させないことである。そ

のため、中間システムの内容や働きの解明が重要で

あると考えられる。そこで湿原トラストに関係性モ
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デ、ルを油川し、アクタ一間の!日J係↑~I: を整理!し/こ。

V. 湿原トラストにおける事例分析

1 .湿原トラストまでの経過

まず霧多布湿原における現庄までのi!lll原144全活動

の経過を整理した 25)。また、主なで、きごとや組織の

変遷を第 l去にまとめた。

第 1表 霧多布湿原保全活動と組織の変遷

醐
一
盟
n

t 組姐由重要
できごと ~-''''-l.. L .o- Iてで弓空寄生空石工~T宮市ττァ

盟旦l

W罷亡Irィ=

:14iE 
間十一一一 一一一十一寸 |一一一一一一ト一
二二，r露毒事若草E函あ雨li ，.-----，-，一一|一一一「一
…1指定智明制躍による111H湿世辺二4企逗宜一1__1___1←土 J_l---.1 
l警揺出鰐杭対fk. 1--1=二一一二円二

一一一寸

まず11日l原トラストの前身となる出動は、 1981年に

結成された「揚多布湿原にほれた会(以下「ほれた会l

という)Jで、ある。ほれた会は{j"W:俊和1¥ら3人の{rtl

111]によってスター卜した。 JRJ;C加山身の伊東氏は、

転勤先の札幌市在住中に霧多イri1!IIUJ誌を訪問し、その

素IIHらしさに気づき、退職して 19831Fに浜1111111"へ移

住した。

ほれた会は、伊東氏が当11，11'経営していた|喫茶j古の

常連容をrll心に、 20人ほどに成長した。ほれた会の

活動はもっぱら向原を楽しむことで、花見やバーベ

キュー、歩くスキー大会などが{III間内で、行われてい

た。その1舌動は、 i!nUJf(が来IIllfらしいから守るではな

く、「素晴らしいからもっと楽しもう jという発加に

基づいていた。

ほれた会の活動は会報の発行などにも拡大するが、

その一方で霧多布陣原内に住宅が建ち、またゴミ的

て場などに使われる場所もあり、ほれた会が不'JJIJし

てきた湿原という「資源HI体の質が低下していた。

そこで湿原の保全を目的とした活動を進めるために、

ほれた会を解散し、「霧多;(Ii出版ファンクラブ(以下

Iファンクラブjという)Jを結成し/こ。

ファンクラブは霧多;(fJi!id.原を「守る会Jではなく、

「好きだということにこだわって才l付けたJ~伊東氏

は述べている 2())。反対運動ではなく「質成運動jをilli

めるのだという考え方を持っていた。

ファンクラブは 1986年から 1999"1:まで、 13年間

にわたって多様な活動を行ったが、大きく①保全の

ためのJ:J也の借り上げ、②保全のための直接投資(施

設づくりなど)、③広報活動に分けることができる。

ほれた会の活動が、どちらかというと|人l向きでr(rllll¥J 

づくりJだった(会報の発行を|除く)のに対して、ファ

ンクラブm動で、は保全や湿原のfIUi(~'(を|二げるための
肱設'!i~ù1iiなど、出原への「投資J が行われていた。

まず①は、霧多布湿原の土地をflfり上げて保全す

るという方法を編み山し、淑腕(を{112りl二げている m。

②の施設整備で、は翫lJJ去の中の水道建設が行われてい

る。@の広報は 1986年 11月に会報を創刊し、継続

して発行してきた。

またファンクラブは 1992"HこiiQlll森林文化賞を

受賞し、地域内外で、の活動の社会的{古川が高まった。

その結巣、当時の会員数はがJ1，000人に増加してい

る。さらに 1993年には、霧多布rlll!.似の 1，984haがラ

ムーリーール条約登録1!日u也になった。このように国際条

約に保証されたIタイトノレJ;を湖町(が受けたことは、

活動寸るファンクラブにとって、出動を地域内でr:i正

当化l加する助けとなった。

-')j浜111111]"役場は、 1993年に揚多荷i1!nl原センター

をは!設し、ファンクラブの伊東氏が館長として運営

に当たることになった。湿原センターは「くつろげる

ビジターセンターlというコンセプトで設計された

が、その実現には実闘がJな運営を行う組織が必~:で

あった。それが r'(.~ 多イrîrM原センター友の会(以|ご「友

の会Jという)Jで、あるり友の会は、行政による運営の

制約を受けずに施設を有効活用し、得た収誌で行政

の予算を補うこともできた。

友の会は、 1M1J1(センターのミュージアムショップ

とコーヒーショップを運営する一方、 iill!JJj(センクー

は環境教育やエコツアーを実施した。友の会は、 i!nl

原の|当然環境をよL体的な「サービスjやriWi，'，:{dIこして
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ショップで入館者に提供し、地域経済へ楠渡しする

役割をf!J;っていた 29)。

友の会は、 1992年から、湿原センターがJ肯定管理

者による運営となった 2005年まで続き、その1111にさ

まぎまな実績をあげている。湿原センターには毎年

1¥万人以上の入館者があり、ショップとエコツアー

事業で年平均 1，400万円の売り上げがあった。特に

ピークの2000年には年間556人の修学旅行生を受け

入れ、最盛期にはエコツアー事業だけで 600万円以

上の収入があった。

2.湿原トラストの活動

霧多布湿原の保全と環境教育をミッシ ~I ンとして

推進する湿原トラストは、 1999年 12)Jにファンク

ラブを解散し、 2000年 1月に NPO法人として認可

された。 ill日原トラストの設立趣意書には、「霧多布湿

原は国I)'J3番目の広さをもち、…('1:11附)...iIi民が主

体となって、この湿原を愛する多くの人々の輸を広

げ、ナショナルトラストを展開することで、湿原民

有j也の買し、II~ り保全を図り、自然と共生する暮らし

ゃIIITづくりをめざしますjというミッションが示さ

れている。また「湿原がもっ些かさや耐li値を多くの

人々に伝える活動を行い、この翫UJj{を未来の子ども

たらへ残していく Jというゴールも示されている。そ

して、 2005年には湿原センターの指定管理!を受託し、

出原トラストは湿原センターを運営しながら、湿原

にかんするエコツアーなどの多様なサービスを提供

する組織となった。

ilil¥JJl{トラストの活動は、①霧多布翫UJjCを保全する

出・動、②地域の自然や壊れた湿原を再生する日-動、

③環境や動植物の調査・研究、@霧多;{riiIUUJj(のファ

ンづくりの 4分野である。まず①霧多布福UJllを保全

する市lWJで、は、湿原内の土地の買い取りを進め、民

有地約 1，200haのうち、 2007年までに 338haを買い

II~ っている。次に②地域の自然や壊れたrlilw誌を再生

する活動では、開発によってJ1I1め立てられた温原の

flY. ~1ミ事業や制査を行っている。③の制査・研究では、

議多布ì!ß\原の~ilJ植物の調査研究を実施している。さ

らに@のファンづくりは、環境教育や交流・エコツ

アーで揚多布湿原のファンを噌やす、ほれた会以来

続いている事業である。現在は以前のファンクラブ

とは異なる「ファンクラブjが東京や鹿児島などで生

まれている。

以上のように、湿原トラストの地域での役者11は保

全活動で、あり、そのためにエコツアーなどでの収益

や町からの委託賀'が使われている。If.'i'にエコツアー

事業で地域外の観光客から得た収誌の一部をi1長原と

いう地域資源に再投資し、その価値を高める湿原の

買いIII(りが行われていることに注目したい。

一方、湿原トラストの主要事業の Iつであるエコ

ツアーは、 700万円以上(2007年)を売り上げ、現在

の湿原トラストにとって重要な事業である。湿原セ

ンターでrlllu却をめぐるガイド付きツアーなど多様な
エコツアーが、 5名の湿原センター職員によって実

施されている。

羽.関係性モデルによる分析

1 .湿原トラストへの適用

以上のような霧多布湿原の保全活動の変遷を附ま

えた l二で、先に提示した関係性モデルに沿ってこの

活動の特i蚊を捉えた。

まず現在のilliU原保全活動における地域資源とアク

タ一、地域外の関係者との基本的な関係を関係性モ

デ、ルに従って示した(第 4I~)。この医|では特にエコ

ツアー事業を1'1'1心に拙いている。

第41到に示すように、湿原トラストは地域資源で

ある湿原を保全するというミッションに1;~づいて、

その官lIi1f!立を評価し、エコツアーという íl'fjl\~1 として脱

原センターで販売している(第 4図①および②)。そ

の結果、エコツーリストが地域外から訪れ、 7111¥原ト

ラスト(実際には混原センター)が受け入れ、ツアー

を実施している(第 4図③)。そして、その売り上げ

の一部は出原の買いJ/~り活動によって湿原に再投資

され、地域資源の自illi値向上につながっている(第4図

@)。出版トラストの場合には、湿原の買い取りとい

うわかりやすい事業なので、保全への投資が I~I に見

えるという利点がある。

このように①から④のブ。ロセスが循環しているの

が湿原トラストの仕組みであり、 1'1:11mシステムとし

ての11m原トラストがフ。ロセスを動かす役者11を持って

nu 
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いる。その結果、湿原の買い取りによる地域資源の

価値向上とエコツアーなどによる昨i1111化(平Ij用)のバ

ランスがとれ、持続可能な観光をめざせる仕組みに

なっている。以上のように、関係性モデ‘ルを用いて、

霧多布湿原の保全活動やアクタ一間の関係性を整理

できる。

第 4図 湿原トラストにおける観光の関係性モデル

@i¥Mポの買い取り・保全 ③エコツーリストの受け入れ

とコ

亡今

Cコ
に今

①商17化合②…
IlIn生場からの委託費・企業からの支援・トラスト会資

た会では、地域外アクターの関与がほとんどなかっ

た。そのため中1mシステムは不要で、地域資源と地

域内アクターをやり取りする活動だけで、あった。

それがファンクラブになると、地域外のファンク

ラブ会員の関与が始まり、地域内アクターたちが地

域外のファンクラブ会員に魅力を伝え、逆にファン

クラブ会員が霧多布湿原を訪問するという中rmシス
テムの原型が形成される。しかしこの時はまだ、旅

行llfi，'i，'，としてのエコツアーを実施する企画・組織力

は中111]システムとしてのファンクラブPにはなかった。

それが組織化されて中1mシステムとして完成する

のが、前述した湿原センターと友の会による組織的

なエコツアーの実施H寺期である。しかしこの時期は、

友の会が法人ではなかったため湿原の買い取りがで

きず、地域資源への還元は十分で、はなかった。それ

が NPO法人化によって、出原トラストは湿原の買い

取りができるようになり、本格的な再投資が始まっ

た結果、持続可能な観光の姿が見えてきた。

以上のように、 ylIll原トラストの発展過根から、地

域資源の効果的な市川とそれによって得られた利誌

の還元は、それを実施可能にする ~I:J1111システムの形

成があって初めて可能になることがわかる。この点

から、組織化が目的になるのではなく、地域資源の効

果的な活川とそれへの還元のために1:/]間システムを

構築するという、地域環境の保全戦略を怖くことが

できる。

ただし掘原トラストでは、エコツアーの収入だけ

で(他の事業収入を加えても)、湿原トラストの組織

の維持(管j:11l賞'や雇用費)と湿原の買い取りへの再投

資を賄うことができず、その差額は|町役場から指定

管理者への委託費、キューピーやセブンイレブンな

どの企業からの支援、さらにはトラストの会費など

で、賄っている。この点については、エコツアー事業

の収益性の向上が必要で、ある。しかしその-Jjで、

出原の購入などの保全活動は、 ilIllJJji、トラストのエコ

ツアー事業のためだけではなく、広し、意味では地域

全体に効果が及ぶので、すべてを世UlJJj(トラストの(営

平IJ)事業で1l1iうかどうかは、日IJに地域ガパナンスの'11 vn.結論:関係性モデルからの示唆

でアクターたちが議論すべき点であろう。 本研究では、地域内外の多機なアクターがかかわ

2. 中間システムの成長

関係性モデルを用いて限原トラストの活動を説明

してきたが、第 4図の状態が最初からできていたの

ではない。むしろ、湿原トラストの創始で、あるほれた

会から継続的に中間システムが「成長Jした結県だと

考えられる。

ほれた会の活動では、地域資源lこ f~ilJ きかけてその

魅力を引き出し、地域内アクターだけが楽しんでい

た。 Y!sU原保全活動によって一部は地JTx資源に還元さ

れていたが、それほどImi化ではなかった。またほれ

り、地域のあるべき姿も含めて検討し、それを実現

するという「観光地域ガパナンスjの視点で持続可能

な観光のあり方を考察した。そして、地域資源を活

川しながら、地域外から得たものを地域資源へ還元

することが地域における「持続可能な観光Jであるこ

とを提案した。その|際に、地域資源と地域内外のア

クターの関係によって構築される仕組みが重要で、あ

ることをJ削両し、それを観光の関係官1:モデルによっ

て整理I!したのさらに、この関係を地域側で主体的に

調整できることがrI~I 律的観光Jであることを示した。

またモデ‘ノレをJlJし、て霧多布湿原の保全活動を分析し、

円
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